
・平成３１年４月１日 指定管理期間更新（令和２年度末までの指名指定）。
・令和２年１２月に閉館し、施設の廃止が予定されている。

（２）継続事業３ 鳥取市民体育館等グループ指定管理事業
・平成３１年４月１日 指定管理期間更新（令和２年度末までの指名指定）。
・鳥取市民体育館のみ、令和２年１２月に閉館し、建替予定。（他社受注）
・令和３年４月１日以降は、グループ内の鳥取市武道館、千代テニス場、

城北テニス場の３施設での事業継続を予定している。
（３）継続事業４ 鳥取市文化センター指定管理事業

・平成３１年４月１日 指定管理期間更新（令和５年度末までの公募指定）。
（４）継続事業５ 鳥取市民会館指定管理事業

・平成３１年４月１日 指定管理期間更新（令和５年度末までの公募指定）。

１ 継続事業の前提に関する注記

（１）継続事業２ 鳥取市勤労青少年ホーム指定管理事業

退職給付引当金は、期末退職給与の自己都合要支給額に相当する金額を計上している。

(４)引当金の計上基準

(６)消費税等の会計処理

(５)リース取引の処理方法

取引は、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

なお、３００万円未満のリース取引は、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処

７  財務諸表に対する注記

２ 重要な会計方針

(１)有価証券の評価基準及び評価方法

(２)棚卸資産の評価基準及び評価方法

(３)固定資産の減価償却の方法

最終仕入原価法による。

市場価格のあるものは、時価法を採用。

当期末残高

４ 基本財産及び特定資産の増減額及びその残高

３ 会計方針の変更

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース

消費税の会計処理は、税込み方式によっている。

理による。

該当なし

0

平成19年3月31日以前は旧定額法で行い、平成19年4月1日以降は定額法で行っている。

基本財産
定期預金

小 計

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。
科 目 前期末残高 当期増加額 当期減少額

3,700,000

0
0

30,141,698
14,554,153

3,700,000
0
0

3,700,000
3,700,000

0

429,578

特定資産
退職給付引当資産
財政資金積立資産

2,57330,139,125
14,124,575

432,151
432,151 0 48,395,851

44,695,851
47,963,700合 計
44,263,700 0小 計



什器備品

前期末
残高

当期末
残高

補 助 金

0 0

負 担 金

 負担金 0 0

0 0

683,662,027 227,452,411

(0)財政資金積立資産 14,554,153 (0) (14,554,153)

建 物
科 目 取得価額

52,810,958

53,443,801

632,843 632,843

52,810,958

鳥取市

53,443,801合 計

鳥取市
地方公共団
体補助金

11 補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高

交付者

補助金等の内訳並びに交付者、当期の増減額及び残高は、次のとおりである。
貸借対照表上
の記載区分

当期
減少額

当期
増加額

８ 債権の債権金額、貸倒引当金の当期末残高及び当該債権の当期末残高
(貸倒引当金を直接控除した残額のみを記載した場合)

９ 保証債務(債務保証を主たる目的事業としている場合を除く。)等の偶発債務

10 満期保有目的の債券の内訳並びに帳簿価額、時価及び評価損益

該当なし

該当なし

103,569,764
816,601,744

25,542,248
260,783,677

29,369,953 7,789,018
構築物

合 計

911,114,438

129,112,012
1,077,385,421

37,158,971

減価償却累計額 当期末残高

小 計

７ 固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高
(直接法により減価償却を行っている場合）

固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、次のとおりである。

(30,141,698)
(30,141,698)

６ 担保に供している資産

44,695,851

3,700,000

(0)

(0) －

48,395,851
(0)

(3,700,000)
(14,554,153)
(14,554,153)

(0)

(うち一般正味財
 産からの充当額)

3,700,000

科 目 当期末残高
(うち指定正味財
 産からの充当額)

(30,141,698)

(0) －

30,141,698退職給付引当資産

合 計

基本財産
定期預金

小 計
特定資産

該当なし

該当なし

補助金等の名称

５ 基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

(3,700,000)
(3,700,000)

(うち負債に
対応する額)



１ 重要な固定資産の明細

財務諸表の注記に記載しているため省略

２ 引当金の明細

財務諸表の注記に記載しているため省略

該当なし

該当なし

15 重要な後発事象

16 その他

14 キャッシュ・フロー計算書の資金の範囲及び重要な非資金取引

該当なし

該当なし

13 関連当事者との取引の内容

12 指定正味財産から一般正味財産への振替額の内訳

附 属 明 細 書

該当なし


